日本原子力研究開発機構　理事長　岡崎　俊夫様

東濃地科学センター所長　　　吉田　東雄様

超深地層研究所を含む東濃地科学センターの事業説明、事業報告等についての質問書

　　　　　　　　　　　　　　

私たちは旧動燃が東濃地域で1986年以来、住民に知らせないまま行ってきた高レベル放射性廃棄物処分ための研究と、超深地層研究所（以下、「研究所」）の建設、および継続する地下データの蓄積が、近い将来『研究所の周辺地域』に高レベル放射性廃棄物の処分場を呼び込む、或いは押しつけられる大きな要因となると考え、研究所の建設に反対しています。

　現在、日本には高レベル放射性廃棄物処分の調査地域すらありません。NUMOの公募に加えて2007年11月からは、国が直接自治体に調査を申し入れることも可能にしました。

　こうした状況の中、私たちは研究所を含む東濃地科学センターの事業説明や報告が部分的であったり、限定した地域を記すことで全体像を意図的に見えにくくしているとの疑念を抱いています。また、日本原子力研究開発機構（以下、「原子力機構」）のウェブでの研究所に関わる説明に強い疑義を感じ、以下質問します。

　回答は質問と今回の質疑の内容を踏まえ、一括回答とせず各番号と枝番ごとに、文書にて7月23日（土）までに下記に送付してくださるようお願います。

　　　　　　　　　　　　　　　　　記

１．東濃地科学センターが行っている「広域地下水流動研究」と「地質環境の長期安定性に関する研究」について
Ａ「広域地下水流動研究」について
①ボーリングなどの主な作業は終了したとして、ほとんど触れていません。しかしボーリング掘削は広範囲で多数行われ、データ取得は今後も続く可能性があります。この調査結果を土台にして研究所が建設され、研究所と密接不可分な関係にあります。研究所及び東濃地科学センターの事業説明には調査目的、調査範囲ならびに調査内容などを具体的に毎年度の事業説明及び事業報告に記載して、説明する責任があると考えますが、いかがですか。
②調査目的、調査範囲、調査内容（機器の設置等を含む）及び埋め戻したものについてはその時期などを、調査開始以降、年度ごとに具体的に示してください。

Ｂ「地質環境の長期安定性に関する研究」について
①岐阜県内における調査目的、具体的な調査範囲、調査内容を事業説明ならびに事業報告に記載して、説明する責任があると考えますが、いかがですか。
②岐阜県内における調査目的、具体的地域、調査内容について、調査開始以降、年度ごとに具体的に示してください。
２．研究所の研究期間について
  　研究期間は1995年8月の研究所計画発表当時から約20年と公表してきました。

1 開始時期と開始時とした理由を明らかにしてください。

研究所発表時のプレス文には第一段階が平成7年度から開始されることになっています。「超深地層研究所計画（地層科学研究編）」も、平成7年12月と明記しています。

しかし東濃地科学センターのパンフレット「地層を科学する」（平成11年12月版）には開始時期の記載はなく、平成16年4月版（この間のパンフレットを所持していない）に平成8（1996）年に研究所計画開始とあり、その後同じ記述になっています。
②終了時期を明らかにしてください。

③終了の規定を明らかにしてください。
④終了の決定、またはその判断は、原子力機構以外にどこが関わりますか。現時点で関わることが明らかになっている機関の全てを記してください。
⑤終了の決定に関わる機関の判断によって、終了の時期が変わる可能性の有無について答えください。
 
３．研究の現状と反映先の全体像について
現在、研究所が研究所計画のどの段階にあるかは、事業説明に明記されています。一方、研究の反映先の全体像と現状の研究内容を具体的に対比させながら、事業内容を説明したことはありません。

研究の反映先の全体像と現状の研究内容を具体的に対比させながら、事業内容を説明することは研究機関としての説明責任をはたすと同時に、県民の信頼を得るためにも不可欠と考えますが、いかがですか。
４．地層処分研究開発部門長のウェブ挨拶について
地層処分研究開発部門長の「挨拶」にある下線部分は、瑞浪と幌延の施設では行わない約束です。

①「挨拶」にあることが計画されているのか否かお答えください。

②「および土岐市」とは東濃ウラン鉱山か、あるいは新たな施設計画の有無か明らかにしてください。
	現在、北海道幌延町、岐阜県瑞浪市および土岐市、茨城県東海村において、それぞれ深地層の研究施設や地上の研究施設等で研究開発を進めています。これらの施設では、実際の地下の環境や地上施設では実際の放射性物質を用いた試験でこれまでの技術を確かめるとともに最新の成果で地層処分が将来にわたって安全に実施できることを確信をもって示すことができると考えております。　　（別添）


以上
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